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近畿運輸局

近畿地方交通審議会答申第８号
（鉄道部分）の概要等（鉄道部分）の概要等
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近畿運輸局近畿地方交通審議会答申第８号策定の背景

２１世紀の国土のグランドデザイン（H10.3）

• 背景：
－国民意識の大転換
－地球時代
－人口減少、高齢化時代

－高度情報化時代
• 基本目標：地域の自立の促進

第５次近畿圏基本整備計画（H12.3）

• 大都市のリノベーション
→公共交通機関の活用、都心居住の推進、大阪湾ベイ
エリア開発推進と広域連携

• 内外との様々な交流の推進
→関西文化学術研究都市の整備

• 圏域を支える交通・情報通信体系の整備
→連携・交流を支える交通体系の整備

運輸政策審議会答申第１９号（H12.8）

• 鉄道整備の基本的方向
－利用しやすく高質な鉄道ネットワークの構築
－新たな社会的ニーズに対応した鉄道整備の推進
－効率的かつ重点的な鉄道整備の実施

• 政策課題
－通勤・通学混雑の緩和
－最混雑時の速達性の向上（到達時間の短縮）
－鉄道ネットワークのシームレス化

• 整備水準

• 答申第８号は、次のような背景から、京阪神圏の鉄道を中心とした都市交通問題に重点を置いて策定した。
• 近畿圏においては、阪神・淡路大震災後およそ１０年が経過し、急速な少子高齢化の進行、地球環境及び地域環境問題の深刻化、情報技術の飛躍的

進展等社会の構造的変化とともに産業経済活動が低迷するなかで、都市再生等地域の活性化に向けた様々な取り組みがなされている。

• このような状況のなかで、経済社会の発展や国民生活に大きな役割を果たす交通運輸について、中長期的な展望に立った交通運輸のあるべき姿を示
し、これに基づき総合的に取り組むことが求められている。

• 特に、京阪神圏の公共交通機関の旅客輸送量が減少傾向にあること、運輸政策審議会答申第１０号の目標年次が到来することから、交通体系の将来
像を明らかにすることが強く求められている。
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近畿圏における答申第８号時の社会・経済的状況

• 生産現場の海外展開、本社機能の移転等による産業経済活動の低迷、失業率の上昇
• 自動車利用の進展や大都市都心部における従業人口の減少（通勤需要の減少）、少子高齢化等に伴う旅客輸送量の低迷
• 郊外部の大型商業施設やロードサイドビジネス等の施設が増加する一方、鉄道駅周辺の中心市街地や旧来型集客施設等の集客力の低下
• 大阪湾ベイエリアや学術研究都市等、近畿圏の主要エリアにおける都市再生や活性化の動き

－全ての区間の混雑率１５０％以下
－国際的空港と都心部間の所要時間３０分台

「近畿圏における望ましい交通のあり方について」（平成１６年１０月近畿地方交通審議会答申）

近畿圏における答申第８号時の背景・将来展望

• 我が国の経済の発展のためにも、近畿圏の経済・産業活動の一層の活性化が期待されている。
• 地域の人々が関西の文化に根ざした生き生きとした生活を送ることができるようにするためにも、近畿圏の再生、活性化が求められている。
• 今後１０年で超高齢社会を迎えることから、高齢者の円滑な移動を確保することが必要となっている。
• ゆたかさや快適性の重視、時間価値の高まり、高齢者の社会参加の促進等より、より利用しやすい鉄道サービスが期待されている。
• 地球環境問題への対応、経済活力に満ちた都市再生に果たす鉄道の枠割が格段に重みを増している。



近畿運輸局近畿地方交通審議会答申第８号（鉄道部分）の概要
• 旅客輸送量は、今後も僅かづつ減少することが予測されるが、一方、環境問題、都市再生、ゆとりある生活の実現等の観点から鉄道への期待は高まっ

ている。
• 京阪神圏は、鉄道ネットワークが概成しつつあり、まず、既存の鉄道事業の活性化や地域と一体となった駅機能の高度化等を図ることが重要である。
• 次に、既存の鉄道施設の改良等による質の高い鉄道サービスの提供を目指すべきである。
• その上で、地域開発、直通運転化等に関連した新規路線の整備を検討する必要がある。

■ 健全な経営の確保

鉄道事業の健全な経
営の確保

採算性の悪化している
路線への対応

• １５年後には、全体として１割程度の輸送需要の減少が見込まれるが、その範囲内であれば、増収努力や経費削減を行えば、多くの鉄道事業者におい
て収支採算が極端に悪化することにはならないと考えられる。

• 合理化や増収努力に加え、事業者相互の協働、協調による一層の効率化とサービスの向上に努め、健全な経営の確保を図ることが望まれる。
• 公営地下鉄事業者は、これまで以上に効率的な経営を図り、事業者自らの責任と判断が重んじられる組織体を目指していく必要がある。
• 事業者が厳しい経営環境の下で円滑な資金調達が行えるよう、政策金融も含め適切な支援措置を講じていくべきである。

• 鉄道として存続するかバスに転換するか地域の関係者が協議し、判断する際に、効率化のための事業主体の見直し、将来的な輸送需要、地域全体に
与える便益等について総合的に検討することが必要である。

• 鉄道路線を存続すると判断された場合には、地域が一丸となって当該路線を支える取り組みが不可欠となる。
• 今後、重要な課題となる大規模施設の維持・更新投資についても安全確保等の観点から支援制度の拡充を図るとともに、関係者が連携して、鉄道の活
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• 今後、重要な課題となる大規模施設の維持・更新投資についても安全確保等の観点から支援制度の拡充を図るとともに、関係者が連携して、鉄道の活
性化に積極的に取り組む必要がある。

■ 鉄道の活性化

鉄道活性化の
取り組み

• 鉄道事業者は、輸送に関する利便性、快適性の向上の観点、乗継ぎ利便性の向上の観点の取り組みを行っており、また、観光資源を活用した鉄道旅
客需要の創出も行われている。

• ＩＣカード乗車券を活用した多様な運賃割引の設定など利用者がより利用しやすい運賃体系について検討していく必要がある。
• 地方自治体や鉄道事業者が、地域住民、商店街、ＮＰＯ等と連携し、鉄道を積極的に活用し、まちづくりや道路交通混雑の緩和等を図る動きも出ている。

駅機能の高度化及び
駅周辺の活性化

• 駅及びその周辺地域を、鉄道と都市の融合空間として捉え、すべての人が「憩い、うるおい、集い、にぎわいを楽しむ良好な生活空間」の実現を目指す
という視点が重要である。

• 関係者が連携し、国も積極的に支援、調整を行いながら、鉄道の活性化、バスやタクシーとの乗継ぎ利便の向上という観点も含め、駅及びその周辺地
域の環境整備を進めることが必要である。

■ 既存の鉄道施設の改良と新規路線の整備

既存の鉄道施設の
改良

◇乗継ぎ利便性の向上に資する方策 ◇路線の機能の向上に資する方策
◇輸送力の強化等によるサービスの向上に資する方策 ◇駅の新設・改良等によるサービスの向上に資する方策

新規路線の整備
• 既存の鉄道施設の改良等では対応が困難な場合には、新規路線の整備により鉄道ネットワーク機能の向上を図ることが必要である。
• 都心における大規模都市開発プロジェクト等新たな開発需要への対応、直通運転化、都市機能の強化や広域交通拠点へのアクセスの向上、さらには

混雑の緩和を図る等の観点から必要とされる路線等について、その整備を検討すべきである。



近畿運輸局近畿地方交通審議会答申第８号以降の主な動き

平成１７年４月
平成１７年５月

ＪＲ福知山線脱線事故（→安全意識の高まり）
都市鉄道等利便増進法制定（→既存ストックの一層の有効活用）

平成18年3月
平成１８年４月
平成１８年６月
平成１８年１２月

運輸安全一括法制定（→運輸安全マネジメント）
富山のＬＲＴ開業（→ＬＲＴに対する期待の高まり）
バリアフリー新法制定（→バリアフリー意識の一層の高まり）
観光立国推進基本法制定（→観光立国への意識の高まり）

平成１９年５月

平成１９年８月

地域公共交通活性化・再生法制定

（→地域公共交通が重点課題化、軌道運送高度化事業、鉄道再生事業）
関西国際空港第２滑走路オープン

5

平成２０年５月
平成２０年６月

地域公共交通活性化・再生法の改正（→地域鉄道の事業再構築）
鉄道部会提言「環境新時代を切り拓く、鉄道の未来像」

平成２３年３月
平成２３年９月

東日本大震災（→防災に対する意識の一層の高まり、国土強靱化）
台風１２号によるＪＲ紀勢線等への被害

平成２４年８月

平成２４年１２月

第三次社会資本整備重点計画（→防災減災対策、社会資本ストック型社会、低炭素社会、

集約化された地域社会、大都市の都市機能の高度集積化、民間資金活用）
笹子トンネル事故（→インフラの老朽化対策への意識の高まり）

平成２５年９月
平成２５年９月
平成２５年１１月

ＪＲ北海道に対する無期限特別保安監査等
台風１８号による信楽高原鐵道等への被害
交通政策基本法制定
インフラ長寿命化基本計画



近畿運輸局

健全な経営の確保についての検証健全な経営の確保についての検証
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・ 需要見通しについての検証
・ 経営状況についての検証
・ 合理化、増収努力等の取組についての検証
・ 採算性の悪化している路線への対応についての検証



近畿運輸局
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需要見通しについての検証①

需要予測のプロセス

 答申第8号では、鉄道旅客輸送量について、15年後（平成32年度）に１割程度減少すると予測している。

 鉄道旅客輸送量の予測にあたって、四段階推定モデル構造で予測を行っているが、人口フレーム、生成交通量、発生集中量、交通手段別交通量、
鉄道経路別交通量の各段階において誤差が生じている。

 人口予測については、答申第8号時点の予測では、平成22年の近畿圏の常住人口は2,091万人であるのに対し、実績では2,090万人となっており、

整合している。ただし、大阪府について見てみると、予測よりも実績値の方が増加している。主な乖離要因は、大阪都心部への都心回帰等が想定
される。

 また、就業人口の予測については、平成22年の予測値が964万人であるのに対し、実績では925万人となっている。

人口フレーム

生成交通量

全国フレーム・就業率

パーソントリップ結果

＜常住人口の推移（乖離）＞

人口フレーム段階における乖離

＜就業人口の推移（乖離）＞

39万人
の乖離

935

909

955

925

900

910

920

930

940

H12 H17 H22 H27 H32

569

580

570

556

542
560

543

500

510

520

530

540

550

560

570

580

590

600

H12 H17 H22 H27 H32412

395

379

367

413

395

382

330

340

350

360

370

380

390

400

410

420

430

H12 H17 H22 H27 H32

近畿圏計 実績

近畿圏計 予測

大阪府外計 実績

大阪府外計 予測

大阪府計 実績

大阪府計 予測
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近畿圏計 実績

近畿圏計 予測

大阪府外計 実績

大阪府外計 予測

大阪府計 実績

大阪府計 予測

生成交通量

発生集中量

分布交通量

交通手段別交通量

鉄道経路別交通量

パーソントリップ結果

目的地ごとの合成効用値
（アクセシビリティ・目的地の魅力向上に
よる発生量の変化を反映）

交通手段の合成効用値
（ex.鉄道 or 道路整備による目的地選択
率の変化を反映）

鉄道経路の合成効用値
（ex.鉄道整備等による鉄道分担率の変
化を反映）

パーソントリップ結果
ネットワーク条件等

21万人
の乖離

21万人
の乖離
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27万人
の乖離

13万人
の乖離

※実績 H22国勢調査
※予測 地交審第8号答申（H16）時の需要予測結果



近畿運輸局
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需要見通しについての検証②

 近畿圏全体の生成交通量については、答申第8号時点の予測では、平成32年の予測値が4,283万トリップ/日であるのに対し、平成22年実績で既
に4,217万トリップ/日と下回っている。平成22年実績値では、特に自由目的と業務目的の減少度合いが大きい。１人１日あたりトリップ数の小さい
高齢者割合の増加や、年少人口と生産年齢人口割合の減少が影響していると考えられる。

 地域別の発生量、集中量については、答申8号時点で予測した平成32年度の予測値を平成22年度の時点で既に下回っており、予測値が過大と
なっている可能性が高い地域が33％となっている。

生成交通量段階における乖離 発生量、集中量段階における乖離（地域別の傾向）

9地域
50%

6地域

3地域
17%

＜発生量の推移＞

H12 H22 H32

減少

■H32予測値が減少した値であり、H22時
点で同様の減少傾向が続いているケース

H12からH32にかけては減少トレンドで
あるが、中間年次のH22は予想よりも

減少傾向が強い

663 625 615

129 114 86

177 161 124

1,213 1,163 1,244

510
370 518
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1,695

4,217
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H12：実績 H22：実績 H32：予測

帰宅

業務

自由

登校

通学

通勤

6地域
33%

9地域
50%

6地域

33%

3地域
17%

＜集中量の推移＞

H12 H22 H32

※集計に使用した地域の単位（18地域に分類）：

滋賀県南部、滋賀県中部、南丹、京都府南部、京都市、北大阪、東部大阪、南
河内、泉州、大阪市、阪神臨海、阪神内陸、東播・淡路、神戸市、奈良県北部、
奈良県南部、和歌山県西部、和歌山県東部 8

※H12：実績 第4回京阪神都市圏PT調査、PT調査圏外補完
※H22：実績 第5回近畿圏PT調査（近畿運輸局の独自集計）
※H32：予測 地交審第8号答申（H16）時の需要予測結果

H12 H22 H32

■H32予測値が減少した値であり、H22時
点でH32年値よりも下回っているケース

減少

■H32予測値が増加した値であり、H22時
点で同様の増加傾向が続いているケース

H12 H22 H32

増加



近畿運輸局

17線区
19%

11線区

7線区
8%

1線区
1%

12線区
14%

830 809 804
800

900

1,000
３政令市以外の近畿圏計
神戸市
京都市
大阪市

（万人/日）

需要見通しについての検証③

 近畿圏全体の鉄道旅客輸送量については、答申第8号時点における平成32年の予測値が804万人/日であるのに対し、平成22年実績で809万人/
日と既に平成32年の予測値に近い値となっており、予測より速いペースで減少している。

 各路線毎の予測については、答申8号時点における平成32年度の予測値を平成22年度の時点で既に下回っている線区（予測値が過大となって
いる可能性が高い線区）が58％（紫と緑の合計）となっている。特に、大阪都心部と郊外部を結ぶような路線や開発計画の影響が大きい路線での
乖離傾向が大きい。

交通手段別交通量（鉄道）段階における乖離 各路線の鉄道旅客輸送量の推移と予測の乖離
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12%41線区
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※H12：実績 第4回京阪神都市圏PT調査、PT調査圏外補完
※H22：実績 第5回近畿圏PT調査（近畿運輸局の独自集計）
※H32：予測 地交審第8号答申（H16）時の需要予測結果
※地域別の内訳はODの発生した地域で分類

H12 H22 H32

減少

■H32予測値が減少した値であり、
H22時点で同様の減少傾向が続い
ているケース

H12 H22 H32

■H32予測値が減少した値であり、
H22時点でH32年値よりも下回って
いるケース 減少

■H32予測値が増加した値であり、
H22時点で同様の増加傾向が続い
ているケース

H12 H22 H32

増加

H12 H22 H32

■H32予測値が増加した値であり、
H22時点でH32年値よりも下回って
いるケース 増加

■H32予測値が減少した値であり、
H22時点でH32年値よりも上回って
いるケース

H12 H22 H32

減少

■H32予測値が増加した値であり、
H22時点でH32年値よりも上回って
いるケース

H12 H22 H32

増加



近畿運輸局
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経営状況についての検証①

 答申第8号では、「15年後には、全体として1割程度の輸送需要の減少が見込まれるが、その範囲内であれば、増収努力や経費削減を行えば、多
くの鉄道事業者において収支採算性が極端に悪化することにはならないと考えられる」としている。

 鉄道旅客輸送量については、答申第8号時点の予測よりも減少のペースが速く、厳しい状況となっているが、ＪＲ西日本、在阪大手民鉄５社につい
ては、合理化や増収努力により、健全な経営が確保されている。

 経営の健全性を示す指標の推移として営業係数に着目すると、各社100未満で推移しており、鉄軌道事業として黒字が確保されている。また、在
阪大手民鉄5社は、鉄軌道業の占める割合が低く、鉄軌道業以外での事業が盛んである。

経営の健全性に係る指標の推移（ＪＲ西日本、在阪大手民鉄５社）

＜鉄軌道事業の営業係数の推移＞ ＜全事業(連結)・鉄軌道事業の営業係数及び鉄軌道営業収益割合の推移＞
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10
資料：鉄道統計年報、決算短信より算定 ※営業係数：１００円の営業収入を得るために必要な営業費用

H24全国(連結) [営業係数]91.7% [営業係数(減価償却費除)]83.4% [鉄軌道営業収益割合]22%
H24関東(連結) [営業係数]91.1% [営業係数(減価償却費除)]81.7% [鉄軌道営業収益割合]26%



近畿運輸局

12,000 大阪市交通局

（単位：百万円）

1803,000

（億円） （営業係数）大阪市

1803,000

（億円） （営業係数）京都市

1803,000

（億円） （営業係数）神戸市

経営状況についての検証②

 大阪市交通局、京都市交通局、神戸市交通局の経営の健全性を示す指標の推移として営業係数に着目すると、各局とも営業係数が低下してい
る。京都市交通局、神戸市交通局は、営業係数１００を超えていたが、大幅に改善され、近年、１００を下回るようになった。

 答申第8号以降の動きとしては、大阪市交通局で市営交通事業の民営化についての検討を行っており、「地下鉄事業民営化基本方針（案）
（H25.2）や「地下鉄事業民営化基本プラン（案）（H25.5）」等が示されている。また、京都市交通局は平成21年度に「経営健全化団体」に指定され
た。

経営の健全性に係る指標の推移（大阪市交通局、京都市交通局、神戸市交通局）

＜鉄道事業の補助金の推移＞＜鉄軌道事業の営業係数の推移＞
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資料：鉄道統計年報より算定 資料：各交通局HPに掲載されている決算報告資料より整理※営業係数：１００円の営業収入を得るために必要な営業費用
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経営状況についての検証③

 地域鉄道の経営の健全性を示す指標の推移として営業係数に着目すると、一部の事業者を除き営業係数１００を上回っており、赤字となっている。
営業係数１００を下回る事業者においても、営業収益の減少傾向が見られることから、将来の健全性確保に向けた対策を講じる必要があると考え
られる。

 また、一部の事業者においては、減価償却費が経営の健全性に大きく影響を与えている。

経営の健全性に係る指標の推移（地域鉄道）

＜鉄軌道事業の営業係数＞
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合理化、増収努力等の取組についての検証①

 鉄道事業者の経営の効率性を示す指標の推移として、売上高営業利益率を見ると、公営地下鉄事業者は収益性が上昇しており、JRや大手民鉄

は低下傾向にある。また、旅客人キロあたりの営業費をみると大手民鉄は全体として増加傾向、公営地下鉄事業者は減少傾向にある。京都市交
通局は顕著な減少がみられるが、平成22年度の旅客人キロあたり営業費は最も高くなっている。

 人件費や経費については、業務のアウトソーシングや省エネ車両の導入、駅舎・車両のLED化等様々な取組が行われており、特に、公営地下鉄
事業者の従業員一人あたりの人件費は減少傾向にある。

売上高営業利益率の推移（鉄軌道業） 旅客人キロあたりの営業費の推移（鉄軌道業）
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（他産業における売上高営業利益率については平成24年経済センサス）

従業員一人あたりの売上高（鉄軌道業）

※H16を100とした各数値の伸び率

※H16を100とした各数値の伸び率

他産業における売上高営業利益率の状況

※H16を100とした各数値の伸び率

従業員一人あたりの人件費（鉄軌道業）

※H16を100とした各数値の伸び率
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JR西日本・大手民鉄の増収に向けた取組

駅機能の高度化 • ターミナル駅の整備（大阪・梅田駅、大阪阿部野橋駅、大阪上本町、京都駅等）
• 駅構内や駅前広場のリニューアル（河原町駅、嵐山駅等）
• 公衆無線LANサービスの提供
• 新駅の設置

他モード等の連携強化による
利便性向上

• パーク・アンド・ライドの推進（浜大津駅等）
• 他社線との乗換口設置（東福寺駅）
• 駅併設駐輪場やレンタサイクルの運営
• 駅と高速道路（高速バス）との連携（西山天王山駅）

鉄道事業者の増収努力等の取組については、駅機能の高度化（新駅設置、駅改良等）、他モード等の連携強化による利便性向上（パーク＆ライド、
レンタサイクル等）、企画切符、観光振興、沿線でのイベント開催、商業施設との連携強化（駅ナカ、割引切符）、沿線住宅地開発等の取組が行われ
ており、増収の効果をあげている。

14資料：JR西日本・大手民鉄への聞き取り調査（H25）より抜粋

• 駅と高速道路（高速バス）との連携（西山天王山駅）

企画切符 • 訪日外国人向け乗車券（単独又は複数鉄道事業者等との共同発売）
• 関西国際空港アクセス切符（複数鉄道事業者、エアライン会社等との共同開発）

観光振興 • 観光列車の運行（近鉄（しまかぜ、つどい）、阪急（京とれいん））
• 特別列車の運行（歌声列車、利酒列車、季節のイベント列車等）
• 観光案内所やツーリストセンターの開設（梅田駅、河原町駅等）
• まち歩き、スタンプラリー、体験型ツアー等の企画（阪急沿線、近鉄沿線等）
• 地元や他交通事業者と連携した観光キャンペーンの展開（近鉄等）

沿線でのイベント開催 • 街バル、街コン等の地域イベントとのタイアップ（近鉄沿線等）

商業施設等との連携強化 • 沿線レジャー施設とのタイアップによる企画切符販売等（近鉄沿線等）
• 駅構内店舗との連携によるビジネス特急割引引換券販売（南海）

沿線住宅地開発 • 沿線住宅地開発（近鉄沿線等）



近畿運輸局

信楽高原鐵道 北近畿ﾀﾝｺﾞ鉄道 水間鉄道 北神急行 神戸電鉄粟生線 和歌山電鐵

H18以前

採算性の悪化している路線への対応についての検証①
 答申第8号では、「鉄道路線の存続の協議、判断にあたっては、効率的なサービスを提供するための事業主体の見直し、人件費等コスト削減、将

来的な輸送需要、地域全体に与える便益等について総合的に勘案することが必要」としている。また、「鉄道路線を存続すると判断した場合には
地域が一丸となって当該路線を支える取組が不可欠」としている。

 これに対し、答申第8号以降、三木鉄道が廃止となり、南海貴志川線（現和歌山電鐵）、信楽高原鐵道（第三種甲賀市）で事業主体の見直しが行わ
れているほか、北近畿タンゴ鉄道など多くの鉄道沿線地域において、地域公共交通総合連携計画の策定や活性化等の取組みが行われている。

新運営事業者決定
（H17）

上下分離導入（H14)会社更生法適用（H17)

会社更生手続終結（H18）

• 民鉄業界初の在来営業
線上下分離方式を導入

• 2種北神急行、3種神戸
高速鉄道

南海貴志川線廃止
の届出（H16）

後継事業者公募（H16）

列車事故（H3）
※死亡者42名、負傷
者628名、SKRの被
災者への補償額：約

24億円（うち約21億円
を滋賀県及び甲賀市

から借入）

北神急行電鉄運賃低
減補助 （H11～H20)
※10年間、兵庫県、
神戸市からそれぞれ

上下分離導入
和歌山電鐵貴志川線

• 和歌山電鐵が鉄道施
設を南海より無償譲受

H19

H20

H21

H22

H23

H24

H25

15

北神急行電鉄利便性
確保補助金（H21）

北部地域総合公共交通
検討会設置（H23）

上下分離導入（H25）

第一次地域公共交通
総合連携計画（H22）

第二次地域公共交通
総合連携計画（H24）

神戸電鉄粟生線活性化
協議会（H21）

舞鶴市地域公共交通
総合連携計画（H19）

甲賀市信楽高原鐵道
沿線地域公共交通総
合連携計画（H24）

貝塚市域地域公共交通
総合連携計画策定

（H22） 貴志川線運営補助金
（H18～H27）
※上限8.2億円

和歌山市・紀の川市
貴志川線地域公共
交通総合連携計画

（H20）

鉄道事業再構築実施
計画の認定（H24）

特定調停成立（列車事
故に係る債務約15億
円を滋賀県及び甲賀

市が放棄）（H24）

• 鉄道事業再構築事業による上下分離
• 2種信楽高原鐵道、3種甲賀市

神戸市からそれぞれ
2.7億円／年、計5.4

億円／年を補助

北神急行電鉄利便性
確保補助

（H21～H25)
※5年間、兵庫県、神

戸市からそれぞれ
1.35億円／年、計2.7

億円／年を補助

安全運行維持助成費
補助金（H24～）

集客施設等整備事業費
補助金（H24～）

タンゴ魅力発信事業費
補助金（H21～）

水間鉄道安全輸送
設備整備費補助金

（H24～H28）
※上限4,000万円／年

神戸電鉄粟生線存続
戦略会議（H23）

兵庫県・神戸市による
無利子40億円貸付

（H24～H28）

和歌山電鐵貴志川線
開始（H18）

設を南海より無償譲受
• 鉄道用地は和歌山市
及び紀の川市が保有、
運行は和歌山電鐵が

実施

運行会社公募

• 鉄道事業再構築事業計画の認定申請予定
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 答申第8号では、「国及び自治体の中小民鉄のサービス改善及び保安度の向上を図るための施設の近代化に対する助成措置について、大規模
施設の維持・更新投資についても助成制度の拡充を図ること」とされている。

 これに対し、地域鉄道事業者等への助成制度は改善されており、近年では鉄道軌道安全輸送設備等整備事業等により、安全性向上に資する設
備整備等に対する助成を行っている。なお、地域鉄道事業者等向けの補助額は、路線によって大きく異なっている。

 施設の老朽化の状況については、橋梁等の建設時期（改良時期）も古くなっており、鉄道施設の維持管理について、一層厳しい状況となっている。

S40s

地方鉄道軌道合理化設備
整備費補助金

地方鉄道軌道近代化設備
整備費補助金

（名称変更） （2年連続して経常損失を生じている事
業者を対象）

地域鉄道事業者に関する補助制度の経緯

地域鉄道事業者向けの補助額の状況（H18年度～H24年度の累計額）

鉄道軌道整備費補助金
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S50s

S60s

H1s

H10s

H20s

鉄道軌道近代化設備整備費
補助金

（名称変更）

鉄道軌道輸送高度化事業費
補助金

（補助率：1/3）
（赤字要件を撤廃）

鉄道軌道輸送対策事業費補助金

（安全確保のための設備整備に特化）

地域公共交通確保維持改善事
業費補助金（鉄道軌道安全輸送

設備等整備事業）

（協調補助要件撤廃）

資料：国土交通省調べ
※道路は橋長２m以上が対象
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橋梁 関東割合

橋梁 近畿割合

トンネル 関東割合

トンネル 近畿割合

トンネル及び橋梁の建設時期

安全性向上関連 運営費関連 活性化関連

特定地方交通線転換鉄道等
運営費補助金

（転換鉄道及び地方鉄道新線のうち経常
損失を生じている鉄道事業者を対象）

幹線鉄道等活性化事業費補助
（連携計画事業＜コミュニティ・

レール＞）

（補助率：1/3）
（幹線鉄道等活性化事業費補助を拡充）

※トンネルの割合：建設時期毎の箇所数の累計を積み上げたもの
※橋梁の割合：建設時期毎の箇所数の累計を積み上げたもの
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建設年度別施設数

高速道路会社 国 都道府県 政令市 市区町村

注）このほかに、市町村が管理する2mから15mの橋梁を主として、

建設年度不明が約301,000橋ある

（橋） 橋梁の建設年度別施設数（㊤道路、㊦鉄道）

平均年齢：56年



近畿運輸局健全な経営の確保についての検証（まとめ）

＜需要見通しについての検証＞

 近畿圏の鉄道旅客輸送量は答申第8号策定時の需要見通しと比べて、大幅に速いペースで減少している。特に開発計画の
影響が大きい路線等は需要予測と実績の乖離傾向が大きい。

→ 答申第8号策定時の需要見通しが甘かったことを踏まえ、今後の鉄道のあり方を議論する際には、より堅めの需要見通しを
踏まえて議論する必要があるのではないか。

＜健全な経営の確保の達成状況についての検証＞

 鉄道事業者の経営状況については、合理化や増収努力等により、公営地下鉄事業者は大幅に経営状況が改善しているほ
か、JR西日本、大手民鉄についても、健全な経営を確保を達成していることから、答申第8号で示された「健全な経営の確
保」については概ね達成されているといえる。一方、地域鉄道については、事業主体の見直し、地域が支える取組等が行わ

需要見通しについての検証

健全な経営の確保の達成状況についての検証
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保」については概ね達成されているといえる。一方、地域鉄道については、事業主体の見直し、地域が支える取組等が行わ
れているものの、依然として、極めて厳しい経営状況となっている。

→ 大手民鉄等の健全な経営の確保は概ね達成されているものの、需要の減少の恐れなど鉄道事業者の経営を取り巻く環境
は一層厳しくなることから、引き続き、健全な経営の確保に向けた取組みのあり方について検討が必要ではないか。また、地
域鉄道等採算性の悪化している路線等が存在していることから、地域鉄道など特に採算性の悪化している路線に焦点をあ
てた議論が必要ではないか。

＜答申第８号で欠けていた視点＞

 答申第8号においては、需要の減少を前提としてどのように健全な経営を確保するかという視点であったが、一層需要が減
少する恐れがあることを踏まえ、需要の確保・創造に向けた取組のあり方に重点を置いた議論が必要ではないか。

 答申第8号においては、合理化等による健全な「経営」の確保という視点であったが、老朽化の更なる進展等を踏まえ、安全
やサービスの信頼性をどのように担保するかという視点も含めて、「健全なネットワークの維持」という視点での議論が必要
ではないか。

答申第８号で不足していた視点



近畿運輸局

鉄道の活性化についての検証鉄道の活性化についての検証
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・ 鉄道の活性化の取組についての検証
・ 駅機能の高度化及び駅周辺の活性化についての検証



近畿運輸局鉄道の活性化の取組についての検証

輸送に関する利便性、
快適性の向上の観点

新しい車両の導入 • 阪神なんば線：相互直通運転に対応した急行系車両の導入
• 中之島線：開通に伴い新型車両を導入
• 叡山電鉄：展望車両の導入（観光需要）
• 近鉄：新世代新型観光特急「しまかぜ」の導入（観光需要）

利用しやすい列車体系
の見直し

• 阪神：急行系列車のセミクロスシート化
• 京阪：ハイバックタイプのロングシート化
• 南海：新型特急の多目的室の設置等

 答申第8号においては、鉄道活性化の取組として、輸送に関する利便性・快適性の向上の観点の取組、乗り継ぎ利便性の向上の観点からの取組、
観光資源を活用した鉄道旅客需要の創出、駅機能の高度化及び駅周辺の活性化が挙げられている。

 これに対し、輸送に関する利便性の向上については阪神なんば線や中之島線での新型車両の導入等、快適性の向上については阪神電車の急
行系列車のセミクロスシート化等、乗り継ぎ利便性の向上についてはICカード乗車券の全国相互利用開始等、観光資源を活用した需要創出につ
いては観光列車の運行や地域の魅力的な資源とタイアップした街歩きなどのイベント開催等があり、鉄道の活性化に向けた取組が進んでいる。

資料：都市交通年報及び平成24年度アンケート調査結果（近畿運輸局）より抜粋

女性専用車両の導入 • 一部路線では、平日限定や通勤時間限定だけではなく、全日・終日へ拡大

乗継利便性の向上の観点 ICカード • JR5社と首都圏、名古屋圏、近畿圏及び九州圏の主な民鉄がそれぞれ発行する、合計10
種類のICカード乗車券の相互利用開始

効果的な乗継案内 • 民間会社による乗換案内サイトの無料提供の充実
• JR西日本－京都市営地下鉄：鉄道とバスとの乗継情報案内
• 神戸市営地下鉄：鉄道駅にてバス乗継情報案内「えきバスねっと。」の導入

割引運賃、
割引企画切符の販売

• シーズン毎のイベントにあわせたフリーキップなどの企画券の開発
• 関西国際空港への利便性向上に関する企画切符の販売
• 阪堺線：堺市内・大阪市内区間の均一運賃化、ゾーンチケットの導入

観光資源の活用 観光資源の活用 • ラッピングトレインによる沿道観光イベントの案内（観光客増と鉄道利用者増の効果）
• 沿線の観光施設散策マップ（まちあるき）の作成（地域の取組や資源と協働した取組）

19



近畿運輸局駅機能の高度化及び駅周辺の活性化についての検証

駅構内等
での機能
の高度化

コンコースの活用 • 関西空港駅や京都駅などの大規模なコンコース：コン
サートやキャンペーンのイベント実施

• 中之島線なにわ橋駅地下コンコース：大学やNPO法人
と連携運営による文化事業などのイベント実施

• 谷上駅構内：ハイカーのコミュニケーションスペースロ
グハウス「山の家～ロッジ谷上～」の運営

エキナカビジネス • 梅田や天王寺などのターミナル駅：エキナカビジネスの

 答申第8号においては、鉄道活性化の取組の中でも、特に、駅機能の高度化及び駅周辺の活性化の取組のあり方について重点的な記載がされ

ており、「駅及びその周辺地域を、鉄道と都市の融合空間として捉え、すべての人が「憩い、うるおい、集い、にぎわいを楽しむ良好な生活空間」の
実現を目指すという視点が重要である。」等としている。

 これに対して、関西空港駅や京都駅等の大規模コンコースを活用したイベント等の開催や、梅田等のターミナル駅でのエキナカビジネスの積極的
展開、西宮北口駅の駅前大規模再開発による都市の賑わい創出等、駅機能の高度化、駅周辺の活性化ともに多数の取組が行われており、特に、
駅機能の高度化については相当程度進んでいる。

西宮北口駅周辺の再開発によるまちの賑わい創出

2008年の大
規模SC開業

後、輸送人エキナカビジネス • 梅田や天王寺などのターミナル駅：エキナカビジネスの
積極的展開

• 地下鉄空間活用：京都市営地下鉄で商業スペース「コ
トチカ」開業

駅構内の機能充実 • 箕面駅：足湯及び交通・観光案内所を設置
• 大阪モノレール：ラウンジの提供、図書館機能の提供

• 近江鉄道：駅舎を地域交流の場として活用するコミュニ
ティハウス化

駅周辺で
の活性化

端末交通手段利便
性向上
放置自転車対策

• ICカード決裁可能なP&R、駅前駐車場の整備

• 駅前駐輪場、レンタサイクル（コミュニティサイクル）の
整備

鉄道と都市の融合
空間の創出

• 阪急嵐山駅：駅及び駅前広場の一体的リニューアルに
よる観光旅客誘致と地域活性化

• 西宮北口駅：駅前周辺地区の大規模再開発による、都
市の賑わい創出

20資料：都市交通年報及び平成24年度アンケート調査結果（近畿運輸局）より抜粋 資料：みんてつ Vol.39 秋号（日本民営鉄道協会）より抜粋

後、輸送人
員は増加

駅沿線人口
も増加傾向



近畿運輸局鉄道の活性化についての検証（まとめ）

＜鉄道の活性化の達成状況についての検証＞

 輸送に関する利便性・快適性の向上、乗り継ぎ利便性の向上、観光資源を活用した鉄道旅客需要の創出、駅機能の高度化
及び駅周辺の活性化について、多数の取組が行われている。特に、答申第8号において重点的に記載された駅機能の高度
化については、相当程度進んでいる。

→ 各観点からの取組が進んでいるものの、更なるサービスの向上に向けて、引き続き、サービスの向上のあり方について議論
する必要があるのではないか。

鉄道の活性化の達成状況についての検証
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＜答申第８号で欠けていた視点＞

 答申第8号においては、鉄道利用者が減少するなかにおいても、基幹的公共交通機関として利用者等の期待が高く、これに
応えていくという視点から、鉄道のサービスの向上のあり方を述べているが、健全な経営の確保のための需要創造という視
点も加えるべきではないか。サービス向上の取組については、需要の確保・創造に繋がるサービス向上の取組と需要の確
保・創造には繋がらないが社会的ニーズがあるサービス向上の取組の2つがあることを認識した上で議論する必要があるの
ではないか。

 JR福知山線脱線事故等の重大事故の発生、南海トラフ地震の発生可能性、老朽化の進展といった状況を踏まえると、鉄道
の活性化だけではなく、安全の確実な確保とサービスの信頼性の確保の両立、防災対策、老朽化対策のあり方についても
重点的な議論が必要ではないか。

答申第８号で不足していた視点



近畿運輸局

既存の鉄道施設の改良と新規路線の
整備についての検証整備についての検証

22

・ 既存施設の改良に関し検討すべき主な事業についての検証
・ 中長期的に望まれる鉄道ネットワークを構成する新たな路線についての検証
・ 施設整備に関する基本的な考え方についての検証



近畿運輸局既存施設の改良に関し検討すべき主な事業についての検証①

 答申第8号においては、既存の鉄道施設の改良に関し検討すべき主な事業として、７つの乗継ぎ利便性の向上に資する事業（相互直通運転）、５

つの路線の機能の向上に資する事業（電化２、急行運転等速達性の向上１、優等列車停車２）、５つの輸送力の強化等によるサービスの向上に資
する事業（複線化）、４つの駅の新設・改良等によるサービスの向上に資する事業（駅の大規模改良等）、大阪駅北地区再開発関係事業が掲げら
れている。

 これに対し、実現しているものは相互直通運転の１事業、駅の大規模改良等の２事業である。また、大阪駅北地区再開発関係、JR奈良線の一部

区間の複線化は整備予定となっており、代替的な取組みを実施しているものは、相互直通運転の２事業、電化の１事業、急行運転化等の１事業、
優等列車停車の１事業、複線化の１事業となっている。

 駅の大規模改良等については進捗しているが、全体としては多くの事業が実現できておらず、その要因としては導入空間確保や収支採算性の問
題が多くあげられている。

答申第８号に記載されている「既存施設の改良に関し検討すべき主な事業」の
取組状況（平成25年時点）

実現 ３事業（１４％）

答申第８号に記載されている「既存施設の改良に関し検討すべき主な事業」の
未整備要因

相互直通 • 編成車両の違いによる容量不足。

23

実現 ３事業（１４％）
（相互直通運転１事業、駅の大規模改良等２事業）

相互直通
運転

• 編成車両の違いによる容量不足。

• 分岐器の敷設・信号システムの改良、既存線ホーム（ホーム延
伸等）の改良等、大きな投資が必要であるが、それに見合った
収支採算性の確保が困難。

電化 • トンネル改築、変電所新設や電車配備など、大きな設備投資が
必要。

• 鉄道事業者として収支採算性確保が困難。

急行運転
等速達性
の向上

• 急行運転のための待避線の確保や駅間距離の短さといった物
理的な要因により困難。

優等列車
停車

• 特急車両編成に合わせたホーム延伸工事や急行線と緩行線間
にホーム、渡り線の新設等の改良工事が必要である等、導入区
間の確保が困難。

• 導入空間確保のための事業費及び保守費等に見合った収支採
算性の確保が困難。

複線化 • 用地買収、線路増設や車両投資など、大きな設備投資が必要。
• 鉄道事業者として収支採算性確保が困難。

資料：平成24年度アンケート調査結果（近畿運輸局）より抜粋

整備予定 ２事業（９％）
（大阪駅北地区再開発関係、複線化１事業）

代替的な取組みを実施 ６事業（２７％）
（相互直通運転２事業、電化１事業、急行運転等速達性

の向上１事業、優等列車停車１事業、複線化１事業）

その他
１１事業（５０％）



近畿運輸局既存施設の改良に関し検討すべき主な事業についての検証②
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京阪神圏において、既存施設の改良に関し検討すべき主な事業 （付図１）

〔京阪本線東福寺駅（ＪＲ奈良線との接続）〕
平成23年 JR線下りと京阪線上りを平面(階段無し)でつなぐ
連絡改札口が完成

〔京阪交野線と本線の大阪方面（枚方市駅）〕
平成15年より本線と交野線の直通運転を実施
※平成25年3月のダイヤ改正で直通運転をとりやめ

〔阪急京都線と神戸線 （梅田駅）〕
（平成23年度第2回公共交通ネットワーク推進会議より（京都市） ）

東福寺駅乗換口完成状況

京阪神圏において、既存施設の改良に関し検討すべき主な事業の実施状況

実現している事業 代替的な取組みを実施している事業 整備予定の事業

京
阪
宇
治
線

Ｊ
Ｒ
奈
良
線

近
鉄
京
都
線

ＪＲ関西線

近鉄東大阪線

近鉄奈良線

近鉄天理線

Ｊ
Ｒ
関
西
線

Ｊ
Ｒ
片

町
線

Ｊ
Ｒ
桜
井
線

近
鉄
橿
原
線

近
鉄
生
駒
線

近
鉄
長
野
線

近鉄田原本線

近鉄大阪線

Ｊ
Ｒ
和
歌
山
線

南
海
高
野
線

泉
北
高
速
線

水間鉄道

南
海
本
線

Ｊ
Ｒ

阪
和

線

近鉄南大阪線

北
大
阪
急
行
南
北
線

阪
急
千
里
線

京
阪
本
線

Ｊ
Ｒ

東
海

道
新

幹
線

阪
急

京
都

線

ＪＲ東海道線

京
阪
交
野
線

阪急宝塚線

阪
急
今
津
線

Ｊ
Ｒ
福
知
山
線

神
戸
電
鉄
有
馬
線

ＪＲ山陽新幹線

阪急神戸線

阪神本線

ポート

アイランド線地
下
鉄
山
手
線

北
神
急
行
北
神
線

ＪＲ山陽線

山陽電鉄

地下鉄西神線

神
戸
電
鉄
粟
生
線

三木鉄道

ＪＲ加古川線

ＪＲ姫新線

能
勢
電
鉄

宇治

新田

阪大病院前

東センター

井高野

万博

記念公園
大
阪
空
港

鶴見緑地

門真南

和泉中央

りんくう

関西空港

マリンパーク

ウッディタウン

フラワータウン

六地蔵

宇治

長池

京田辺

松井山手

新祝園

木津

加茂

河内森

私市

高の原
登美ヶ丘

生駒

大和西大寺
近鉄奈良

奈良

平端
天理

菜畑

南生駒

萩の台
東山

河内山本
信
貴
山
口

柏原

道明寺

古市
田原本

大和八木

橿原神宮前

高田

王寺

吉野口

桜井

御所

尺
土富田林

河内長野

光明池

貝塚

清児

泉佐野

高師浜

東羽衣

堺

中百舌鳥

藤井寺

八尾南

加美中ふ頭

南巽天王寺

京橋

大阪港
弥刀

長
田

荒
本

門真市

大日

新大阪

江坂

尼
崎

大
物

千里中央

北千里

箕面

石
橋

高槻

高槻市

大山崎

長岡天神

枚方市

宮之阪

南茨木

日生中央
妙見口

山下

川西能勢口

伊丹

甲陽園

宝
塚

新三田

三田

横山

田尾寺

岡場

有馬口

有
馬
温
泉

夙川

住吉

魚崎

三宮

神戸空港

鈴蘭台

新神戸

西
鈴
蘭
台

藍
那

谷
上

和
田
岬

新
長
田

大阪湾

川
池
（
信
）

西神中央

学園都市

舞子

三木

西明石

押
部
谷

淡路島

粟生

西宮北口

武庫之荘

塚口

今津 武庫川

武庫川団地前

北条町

三木厄神

加古川

信楽

信
楽
高
原
鐵
道

近鉄吉野線

伊賀上野

近
鉄
伊
賀
線

伊賀神戸

柘植

飾磨

山陽網干

中書島

Ｊ
Ｒ
東
海
道
線

姫路

喜連瓜破

布施

東嘴崎

佐那具

関西国際空港連絡線

海岸線

六甲

アイランド線

神戸電鉄公園都市線

大阪モノレール

相 互 直 通 運 転
電 化
急 行 運 転 化
優 等 列 車 停 車
複 線 化
駅 大 規 模 改 良

＜凡 例＞

平成20年より春と秋の観光シーズンにかけて神戸線-
京都線の直通列車（十三駅接続）を運行

〔ＪＲ姫新線〕
平成22年より輸送改善と併せた試行的
取組みとして、列車本数の増発を実施

〔テクノポート線・大阪市交４号線・近鉄東大阪線 〕
近鉄線内（長田～学研奈良登美ヶ丘間）を最高速度70km/hから
95km/hに向上

〔阪神本線三宮駅（乗継ぎ利便の向上）〕
平成21年より近鉄との相互直通運転開始
平成24年より阪神三宮駅東改札口・三宮駅前東地下線完成
平成24年度 阪神三宮駅西口供用開始、駅改良事業完成

〔大阪駅北地区再開発関係〕
平成23年 大阪ステーションシティ
がグランドオープン
平成25年4月 大阪駅周辺地域整
備計画（JR東海道線支線地下化事
業及び新駅設置事業）

（JR西日本HPより）（安全報告書2012（阪神電鉄）より）

東改札口完成状況
（阪神電鉄記者発表資料（2013年1月28日分）より）

西改札口完成イメージ 24

〔JR奈良線複線化（藤森～宇治、新田～木津）〕
JR藤森～宇治・新田～城陽・山城多賀～玉水駅間
は平成34年度開業を目標

〔JR天王寺駅の大規模改良（直通運転の増発）〕
平成20年 駅構内の阪和短絡線を複線化し、朝時間
帯に大阪直通の快速を設定
平成24年 昼時間帯においても、関空・紀州路快速を
3本/hから4本/hに増発

〔阪急今津線と宝塚線 （宝塚駅）〕
平成９年より昼間時間帯で今津線と宝塚線との間で上
下移動のない同一ホーム乗換えを実施

〔JR片町線複線化（木津～松井山手）〕
平成22年 京田辺～木津間の各駅ホームを４両対応から7両
対応に延伸し、片町線全線で７両編成の列車を運行
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既存施設の改良に関し検討すべき主な事業についての検証③

課題現状

 鉄道施設の改良については、大手民鉄５社で年間400～600億円程度の設備投資が計画されており、踏切・運転保安工事に関する整備の割合が
大きく、投資計画予算額も増加している。

 答申第8号以降、路線数や駅数は増加しており、また、駅改良やバリアフリー化、駅前駐輪場なども着実に整備が進められている。答申第8号に掲
げられた事業は進捗していないものの、鉄道施設の改良については着実に整備が進められており、鉄道ネットワークの質は向上している。

設備投資計画の推移
（大手民鉄５社の投資計画予算額）

近畿圏駅数の推移 京阪神圏の駅改良の推移
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近畿運輸局中長期的に望まれる鉄道ネットワークを構成する新たな路線についての検証①

課題現状
 答申第8号において、路線整備の必要性は、「大規模開発プロジェクト等新たな開発需要への対応、直通運転化、広域交通拠点へのアクセスの向

上、混雑の緩和等、既存の鉄道施設の改良等では対応が困難な場合に新規路線の整備が必要」としている。

 また、答申路線の選定の考え方については、「費用対効果が１を超え、かつ、施設整備に対し相当の支援措置を前提に採算性が確保される路線
であることを基本として、地域開発や都市機能の向上等都市政策上の必要性も考慮して選定している。ＬＲＴについては、地域における検討の熟
度を特に考慮している。」としている。

 上記の考え方を踏まえ、答申第8号において、中長期的に望まれる鉄道ネットワークを構成する新たな路線として、１３の路線と４のLRTの導入の
可能性を検討する地域が掲げられているが、一部の路線については具体的な検討が進められているものの、実現には至っていない。

 平成24年度に実施した調査では、実現に至っていない要因として、「関係者間の調整が必要」のほかに、「収支採算性」「自治体の厳しい財政状
況」「沿線開発の遅れ」等が挙げられている。特に、「収支採算性」については過半数の路線において課題としてあげられている。

答申第８号における路線整備の必要性

既存の鉄道施設の改良等では対応が困難な場合には、路線の延
長など新規路線の整備により鉄道ネットワーク機能の向上を図るこ

答申第８号における答申路線の選定とその考え方

路線の選定に当たっては、
• 費用対効果が１を超えるもの長など新規路線の整備により鉄道ネットワーク機能の向上を図るこ

とが必要である。
例えば、

• 都心における大規模都市開発プロジェクト等、新たな開発需要
への対応

• 京阪神圏における鉄道ネットワークの課題である直通運転化
• 都市機能の強化
• 広域交通拠点へのアクセスの向上
• 混雑の緩和
等の観点から必要とされる路線等について、その整備を検討すべ
きである。

• 費用対効果が１を超えるもの
• 施設整備に対し相当の支援措置を前提に採算性が確保される路線
を基本とし、
• 地域開発や都市機能の向上等、都市政策上の必要性
を考慮して選定した。
ＬＲＴについては、

• 地域内の移動性向上のための軌道として、地域におけるＬＲＴ整備に係る
検討の熟度

を特に考慮している。

・地下鉄東西線延伸 ・地下鉄烏丸線延伸 ・北大阪急行線延伸 ・大阪国際空港広域レールアクセス ・京阪奈新線延伸
・大阪モノレール延伸 ・なにわ筋線 ・地下鉄３号線延伸 ・中之島新線延伸 ・地下鉄８号線延伸 ・地下鉄７号線延伸 ・堺市東西鉄軌道

・滋賀県南部地域、京都市、神戸市、尼崎市においてＬＲＴの導入の可能性につき検討を進める

答申路線・地域（１３路線、４地域）

26



近畿運輸局中長期的に望まれる鉄道ネットワークを構成する新たな路線についての検証②
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各答申路線の検討状況

京阪神圏において、中長期的に望まれる鉄道ネットワークを構成する新たな路線の主な検討状況

〔北大阪急行線延伸③〕
• 平成17年度～18年度：「北大阪急行線延伸整備計画策定

調査」〔箕面市〕
• 平成20年度～21年度：「北大阪急行線延伸整備計画深度

化調査」〔箕面市〕
• 平成22年度～：「北大阪急行線延伸関係者会議」
• 平成22年度～：「北急延伸関連まちづくり等連携協議会」
• 平成23年８月：「北大阪急行線の延伸に係る確認書」交換

〔箕面市、阪急電鉄、北大阪急行〕
• 平成24年４月：「北大阪急行線の延伸に係る事業調査に関

する覚書」締結〔大阪府、箕面市、阪急電鉄、北大阪急行〕
• 平成26年３月：「北大阪急行線の延伸に関する基本合意書」

交換〔大阪府、箕面市、阪急電鉄、北大阪急行〕

〔大阪モノレール延伸⑦〕

〔滋賀県南部地域ＬＲＴ〕
• 平成23年１月：滋賀県新交通システム検討協議会
• 平成24年11月：大津・湖南地域新交通システム検

討協議会

〔京都市域ＬＲＴ〕
• 平成14年度～平成19年度：「新しい公共交通シス

テム調査」〔京都市〕
• 平成25年度：「京都のまちにふさわしい公共交通検

討調査」〔京都市〕
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既設路線
事業中路線
中長期的に望まれる鉄道ネット
ワークを構成する新たな路線

＜凡 例＞

① 地下鉄東西線延伸
② 地下鉄烏丸線延伸
③ 北大阪急行線延伸
④ 大阪国際空港広域レールアクセス
⑤ 京阪奈新線延伸
⑥ 京阪奈新線延伸
⑦ 大阪モノレール延伸
⑧ なにわ筋線
⑨ 地下鉄3号線延伸
⑩ 中之島新線(北港テクノポート線)延伸
⑪ 地下鉄8号線延伸
⑫ 地下鉄7号線延伸
⑬ 堺市東西鉄軌道
※滋賀県南部地域、京都市、神戸市、尼崎市において
ＬＲＴ導入の可能性につき検討を進める

住之江公園

喜連瓜破

八尾南

久宝寺

南港ポートﾀｳﾝ線
湯里六丁目

〔大阪モノレール延伸⑦〕
• 平成24年度～：大阪府において需要予測及び

採算性等について検討

〔なにわ筋線⑧〕
• 平成21年度：「関西活性化に向けた今後の鉄道ネットワーク

のあり方に関する懇談会」
• 平成21年度～平成23年度：高速交通ネットワークへの鉄道

アクセス改善方策に関する調査〔国土交通省〕

〔地下鉄３号線延伸⑨〕
• 平成17～18年度：「既存の都市鉄道ネットワークの改良

による速達性向上施策に関する調査」〔国土交通省〕
• 平成19年度：「速達性向上施策における事業スキーム

の検討に関する調査」 〔国土交通省〕

〔中之島新線延伸⑩〕
• 平成19年度～平成20年度：「中之島線延伸に

係る調査検討会」

〔地下鉄８号線延伸⑪〕
• 平成17年３月：「大阪市地下鉄第８号線延伸に関する検討

会」
• 平成25年度～：「大阪市鉄道ネットワーク審議会」

〔地下鉄７号線延伸⑫〕
• 平成25年度～：「大阪市鉄道ネットワーク審議会」

〔堺市東西鉄軌道⑬〕
• 平成16～17年度：「堺市公共交通導入検討会」
• 平成20年12月：「東西鉄軌道（堺浜～堺東駅間）基本計画（案）」公表〔堺市〕
• 平成21年10月：「堺～堺東駅間」事業中止、「堺浜～堺駅間」事業性の再検証
• 平成23年８月：「東西鉄軌道（堺浜～堺駅間）の事業性の検証について」公表〔堺市〕
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兵庫県, 98.8100
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経常収支比率（%）

施設整備に関する基本的な考え方についての検証①

 答申第8号において、施設整備に関する基本的な考え方については、
・新たな地域開発に伴う交通需要の発生や相互直通運転化、都市機能再生のための各拠点都市間の交流の強化、平均混雑率が150％を上回る

路線の存在等を課題とした上で、
・概成しつつある鉄道ネットワークを施設改良や新規整備等により、より利用しやすく質の高いネットワークに改善する必要があるとし、

・これらの整備を進めるに当たっては、鉄道事業の経営環境の悪化や厳しい財政事情を踏まえ、できる限り既存の鉄道施設の改良等により鉄道
ネットワークの高度化を目指し、その上で、新たな開発需要に対応した新規路線等を検討することが適当であるとしている。

 現時点までの施設整備の状況についてみれば、新規路線の着手がなく、施設改良によって鉄道ネットワークの高度化を図っているという点におい
て、答申第8号の基本的な考え方に沿ったものとなっている。

 また、答申第8号策定時に背景とされた事項について、現在の状況を見ると、鉄道事業を巡る経営環境については、営業収益が減少傾向にあり、

将来的にも鉄道需要が減少する恐れがあるといった状況であり、一層、厳しい状況となっている。また、地方自治体の財政事情についても、経常
収支比率や財政力指数が悪化している。

10,000

（億円） JR西日本計

6,000

（億円） 大手民鉄計

鉄軌道業営業収益の推移 近畿圏の主要財政指標の推移
京阪神圏の鉄道利用量の推移

※経常収支比率：割合が高いほど、自由に使えるお金が少ない
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資料：鉄道統計年報 資料：総務省 地方財政状況調査関係資料

500

550

600

650

700

750

800

850

現況 H42推計値

現況よりも減少

（万人/日）
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資料：近畿運輸局推計値

※現状の施設を前提とし、事業中の
施策以外の施策を何も実施しな
かった場合
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施設整備に関する基本的な考え方についての検証②
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 答申第8号策定時に課題として挙げられた事項について、現在の状況を見ると、地域開発への対応については、地域開発の進捗は芳しくなく、計

画の中止や見直しも行われているところであり、今後の開発見込みは従前より小さくなってきていると考えられる。また、混雑緩和については、混
雑率１５０％を超過している路線が2区間だけに減少しており、これらの課題の大きさは従前よりは小さいものとなっている。

 一方、相互直通運転については、答申第8号以降、阪神なんば線が整備され一定程度進んでいるものの、首都圏と比較して直通割合が低くなって

いる。また、各拠点都市間の連携・交流については、大阪市を中心に多くの地域間で流動が減少傾向にあるという状況であり、これらの課題の大
きさは従前と変わらない。

三大都市圏における直通運転の状況
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資料：数字で見る鉄道

大阪圏における主要区間の平均混雑率等の推移

資料：H22PT調査結果

近畿圏内の主要都市間の流動の変化

資料：都市交通年報※主要区間：国土交通省において継続的に混雑率の統計をとっている区間（20区間）
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※大阪圏でH23に混雑率150％を超えているのは、京都市交通局烏丸線と東西線

【H12～ H22　地域間トリップ数の伸び（平日）】

注）概ね50千トリップ以上を図示しています

大阪市を中心に多くの地域間で減少傾向
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資料：平成24年度近畿運輸局アンケート調査結果より集計

注）アンケート調査により回答を得られた事業のみで集計しているため、近畿圏全体の進捗を示すものではない。

三大都市圏における混雑率の比較

計画変更なし（開発完了）

41%



近畿運輸局既存施設の改良と新規路線整備についての検証（まとめ）

 既存の鉄道施設の改良については、答申第8号に掲げられた事業は進捗していないものの、安全性の向上やサービス改善等のための鉄道施設の改良につ
いては着実に進捗している。

→ 施設改良による鉄道ネットワークの高度化が進んでいる一方で、答申8号に掲げられている事業がほとんど進捗しておらず、その要因が導入空間の確保や採
算性といった問題が多くを占めていることを踏まえると、答申第8号に掲げられている事業の必要性を改めて検証するとともに、事業の提案・審議の方法の改
善（プロセスの改善）や事業類型の見直し、より小規模な事業も対象とする等、より適切な事業選定方法について検討すべきではないか。

既存の鉄道施設の改良の達成状況についての検証

 新規路線整備については、答申第8号に掲げられた路線・地域のうち、一部については具体的な検討が進められているものの、実現には至っていない。 その
要因としては、答申第8号策定時より鉄道事業の経営環境や財政事情が悪化するなかで、社会経済情勢変化等により採算性が見込めなくなっていることや事
業の必要性が薄くなっていること等が挙げられる。

→ 答申第8号策定時からの社会経済情勢等の変化も踏まえ、改めて、鉄道ネットワークの拡充の必要性について、整理、検討すべきではないか。

→ 答申路線の選定の考え方についても、実現性という視点が弱かったのではないか。今後、仮に、整備することが望ましい路線を選定することがあるのであれば、
より実現性が高くなるような選定基準への見直し等を検討すべきではないか。

新規路線整備の達成状況についての検証

より実現性が高くなるような選定基準への見直し等を検討すべきではないか。

→ 例えば、新規路線の提案者に対して、個別路線としての必要性だけではなく、近畿圏全体ネットワークとしての必要性や近畿圏全体ネットワークの健全な維持

との整合性についても説明を求めるなど、より深く近畿圏ネットワーク全体の観点から議論が行えるよう、路線の提案・審議の方法の改善（プロセスの改善）も
検討すべきではないか。

→ LRTについては、様々な点で高速鉄道と性質が異なることから、高速鉄道とは別途、路線整備の必要性等について検討すべきではないか。また、LRT実現に
向けて各地域で適切な議論が行われるようにするため、各地域において道路空間を活用した基幹公共交通の整備を議論する際に必要な視点を示すべきで
はないか。

 現時点までの施設整備の状況については、新規路線の着手がなく、施設改良によって鉄道ネットワークの高度化を図っているという点において、答申第8号の

「できる限り既存の鉄道施設の改良等により鉄道ネットワークの高度化を目指すことが需要である。その上で必要な新規路線を検討することが適当である。」と
いう基本的な考え方に沿ったものとなっている。

 混雑緩和など答申第8号策定時に課題としてあげられていた事項については一部解消されつつある。

→ 今後の施設整備の基本的な考え方については、鉄道事業を巡る経営環境や国や地方自治体の財政状況が一層厳しくなっていることから、「新線整備の検討よ

りも先に、まずは、できる限り既存施設の改良により鉄道ネットワークの高度化を目指す」という考え方を踏襲しつつ、さらに、鉄道ネットワークの健全な維持と
の整合性という視点を強化していくべきではないか。

→ 答申第8号策定時に課題としてあげられていた事項については、今後も引き続き課題として位置づけるべきか検証するとともに、その他の新たな課題について
検討する必要があるのではないか。

施設整備に対する基本的な考え方についての検証
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健全な経営の確保

近畿圏の鉄道旅客輸送量は答申第8号策定時の需要見通しと比
べて、大幅に速いペースで減少している。特に開発計画の影響が
大きい路線等は需要予測と実績の乖離傾向が大きい。
鉄道事業者の経営状況については、合理化や増収努力等により、

公営地下鉄事業者は大幅に経営状況が改善しており、JR西日本、
大手民鉄についても、健全な経営を確保を達成している。一方、地
域鉄道については、依然として、極めて厳しい経営状況となってい
る。

より堅めの需要見通しを踏まえて議論する必要があるのではない
か。
引き続き、健全な経営の確保に向けた取組みのあり方について検

討が必要ではないか。また、地域鉄道等特に採算性の悪化している
路線に焦点をあてた議論が必要ではないか。
需要の確保・創造に向けた取組のあり方に重点に置いた議論や「健

全なネットワークの維持」という視点での議論が必要ではないか。

鉄道の活性化

輸送に関する利便性・快適性の向上、乗り継ぎ利便性の向上、観
引き続き、サービスの向上のあり方について議論する必要があるの

ではないか。
光資源を活用した鉄道旅客需要の創出、駅機能の高度化及び駅
周辺の活性化について、多数の取組が行われている。特に、答申
第8号において重点的に記載された駅機能の高度化については、
相当程度進んでいる。

サービス向上の取組については、需要の確保・創造に繋がる取組と
繋がらない取組の2つがあることを認識した上で議論する必要があ
るのではないか。
鉄道の活性化だけではなく、安全の確実な確保とサービスの信頼

性の確保の両立、防災対策、老朽化対策のあり方についても重点
的な議論が必要ではないか。

既存の鉄道施設の改良と新規路線整備

既存の鉄道施設の改良については、答申第8号に掲げられた事業
は進捗していないものの、安全性の向上やサービス改善等のため
の鉄道施設の改良については着実に進捗している。
新規路線整備については、答申第8号に掲げられた路線・地域の

うち、一部については具体的な検討が進められているものの、実現
には至っていない。
現時点までの施設整備の状況については、答申第8号の基本的な

考え方に沿ったものとなっている。また、混雑緩和など答申第8号
策定時に課題としてあげられていた事項については一部解消され
つつある。

近畿圏の鉄道ネットワークの質の向上のために特に重要となる施
設改良事業について、より適切な事業選定方法について検討すべ
きではないか。
鉄道ネットワークの拡充の必要性について、改めて、整理、検討す

べきではないか。また、各地域において道路空間を活用した基幹公
共交通の整備を議論する際に必要な視点を示すべきではないか。
施設整備の基本的な考え方について、鉄道ネットワークの健全な維

持との整合性という視点を強化していくべきではないか。
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